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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも一部の運転領域において、主噴射による燃料に対して圧縮自着火による拡散
燃焼を実施し、前記主噴射よりも前に噴射される燃料に対して点火プラグでの火花点火に
よる成層燃焼を実施する内燃機関の制御システムにおいて、
　前記拡散燃焼が起こるか否か判定する判定部と、
　前記判定部により前記拡散燃焼が起こらないと判定された場合には、前記主噴射による
燃料に対して前記点火プラグでの火花点火による燃焼を実施する制御部と、
　を備え、
　前記判定部は、前記成層燃焼を実施するために前記点火プラグで火花点火を実施した後
に、前記内燃機関の気筒内の温度が所定温度以上であり、且つ、前記主噴射の開始から所
定期間までに前記主噴射による燃料の燃焼が検出されない場合に、前記拡散燃焼が起こら
ないと判定する、内燃機関の制御システム。
【請求項２】
　少なくとも一部の運転領域において、主噴射による燃料に対して圧縮自着火による拡散
燃焼を実施し、前記主噴射よりも前に噴射される燃料に対して点火プラグでの火花点火に
よる成層燃焼を実施する内燃機関の制御システムにおいて、
　前記拡散燃焼が起こるか否か判定する判定部と、
　前記判定部により前記拡散燃焼が起こらないと判定された場合には、前記主噴射による
燃料に対して前記点火プラグでの火花点火による燃焼を実施する制御部と、
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　を備え、
　前記判定部は、前記成層燃焼を実施するために前記点火プラグで火花点火を実施した後
に、前記内燃機関の気筒内の温度が所定温度未満の場合に、前記拡散燃焼が起こらないと
判定し、
　前記制御部は、前記判定部により前記拡散燃焼が起こらないと判定された場合には、気
筒内の空燃比が理論空燃比よりも低くなるように前記主噴射による燃料量を調整し、且つ
、前記主噴射による燃料に対して前記点火プラグでの火花点火による燃焼を実施する、内
燃機関の制御システム。
【請求項３】
　前記制御部は、前記主噴射の開始後における前記内燃機関の気筒内の圧力上昇率が所定
率以上となった場合には、前記主噴射を途中で停止する請求項１に記載の内燃機関の制御
システム。
【請求項４】
　前記制御部は、前記主噴射を途中で停止した後に、前記主噴射を再度開始する請求項３
に記載の内燃機関の制御システム。
【請求項５】
　前記制御部は、前記主噴射が開始される前に、前記内燃機関の気筒内の温度が所定温度
以上となるまで、前記成層燃焼を複数回実施する請求項１から４の何れか１項に記載の内
燃機関の制御システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関の制御システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　点火プラグ周辺に混合気を形成して火花点火を実施した後、燃焼室内に直接燃料を噴射
して圧縮自着火燃焼をさせることが知られている（例えば、特許文献１参照。）。
【０００３】
　また、軽負荷運転時には、予混合気に火花点火を行うことで火炎伝播による燃焼を実施
し、高負荷運転時には、圧縮自着火による拡散燃焼を実施することが知られている（例え
ば、特許文献２参照。）。そして、火炎伝播による燃焼と、拡散燃焼とを切り替える際に
は、パイロット噴射燃料に対して強制的な点火を行って混合気を燃焼させてから、メイン
噴射燃料を圧縮自着火拡散燃焼させた後に、切り替えている。
【０００４】
　また、ノックが発生しやすい運転領域では、圧縮上死点より前に気筒内に第１の燃料噴
射を行い、噴射した燃料を火花点火により燃焼させるとともに、第１の燃料噴射終了後に
第２の燃料噴射を行い、噴射した燃料を拡散燃焼により燃焼させることが知られている（
例えば、特許文献３参照。）。
【０００５】
　また、燃料噴射弁から噴射される燃料の噴霧の内部または噴霧近傍に点火電極部が位置
する様に点火プラグを設け、燃料噴射後に点火プラグで燃料に点火して火炎を生じさせ、
生じた火炎により新たに１回以上の噴霧を拡散燃焼させ、燃焼行程中の全ての噴射が終了
後に、少なくとも新たに１回以上点火させることが知られている（例えば、特許文献４参
照。）。
【０００６】
　また、予混合圧縮着火（ＨＣＣＩ）を行う内燃機関において、燃焼状態が所定範囲から
失火側に外れている気筒がある場合は、点火プラグによる着火補助を行うことが知られて
いる（例えば、特許文献５参照。）。しかし、予混合圧縮着火を行う内燃機関では、気筒
内が均一に理論空燃比よりも大幅に高い空燃比（リーン空燃比）となっているため、点火
プラグによる着火は困難である。
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【０００７】
　ここで、火花点火による燃焼を実施した後に圧縮自着火による拡散燃焼を実施すると、
熱効率を高めることができる。しかし、拡散燃焼が成立する運転領域は狭い。そして、こ
の運転領域を外れてしまうと、拡散燃焼が起こらずに未燃燃料が排出される虞がある。ま
た、火花点火による燃焼を実施した後の燃焼室内の温度及び圧力のばらつきによって、拡
散燃焼が起こらない虞もある。そして、拡散燃焼が起こらないと、燃料と空気の混合が進
むので、予混合圧縮着火（ＨＣＣＩ）のように、多量の燃料が一度に自着火する虞がある
。そうすると、燃焼時において急激な圧力上昇を伴う虞がある。そして、この圧力上昇に
より、燃焼騒音が増大する虞がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００３－２５４１０５号公報
【特許文献２】特開２００８－１６９７１４号公報
【特許文献３】特開２００７－０６４１８７号公報
【特許文献４】特開２００７－２７８２５７号公報
【特許文献５】特開２００７－０１６７７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記したような問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、失火及び
急激な圧力上昇を抑制することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を達成するために本発明は、
　少なくとも一部の運転領域において、主噴射による燃料に対して圧縮自着火による拡散
燃焼を実施し、前記主噴射よりも前に噴射される燃料に対して点火プラグでの火花点火に
よる成層燃焼を実施する内燃機関の制御システムにおいて、

　前記拡散燃焼が起こるか否か判定する判定部と、
　前記判定部により前記拡散燃焼が起こらないと判定された場合には、前記主噴射による
燃料に対して前記点火プラグでの火花点火による燃焼を実施する制御部と、
　を備える。
【００１１】
　ここで、主噴射よりも前に成層燃焼を実施することにより、気筒内の温度及び圧力が上
昇する。これにより、拡散燃焼を容易に実施することが可能となる。しかし、空燃比のば
らつき、成層燃焼時における温度または圧力のばらつきなどにより、その後の圧縮自着火
による拡散燃焼が困難となる場合もある。すなわち、主噴射を行っても、拡散燃焼が起こ
らない場合もある。このような場合には、急激な圧力上昇を伴って燃料が燃焼したり、失
火する虞がある。これに対して、主噴射後に火花点火を用いれば、主噴射による燃料をよ
り確実に燃焼させることができる。
【００１２】
　なお、拡散燃焼が起こらない場合とは、例えば、成層燃焼後に気筒内の温度が拡散燃焼
可能な温度まで上昇しなかった場合、又は、主噴射をしてから所定期間が経過しても熱が
発生しない場合である。なお、熱が発生しない場合は、燃焼が検出されない場合、又は、
圧力上昇量が所定値未満の場合としてもよい。
【００１３】
　また、本発明においては、前記判定部は、前記成層燃焼を実施するために前記点火プラ
グで火花点火を実施した後に、前記内燃機関の気筒内の温度が所定温度以上であり、且つ
、前記主噴射の開始から所定期間までに前記主噴射による燃料の燃焼が検出されない場合
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に、前記拡散燃焼が起こらないと判定することができる。
【００１４】
　ここでいう所定温度は、圧縮自着火による拡散燃焼が可能な温度とすることができる。
また、所定温度は、予混合圧縮着火（ＨＣＣＩ）が起こる温度としてもよい。また、所定
期間は、主噴射による燃料が拡散燃焼可能な期間の上限とすることができる。また、所定
期間は、拡散燃焼が起こる場合の、主噴射の開始から燃料の燃焼が検出されるまでの期間
の上限としてもよい。さらに、所定期間は、拡散燃焼が起こる場合の、主噴射の開始から
熱の発生が検出されるまでの期間の上限としてもよい。すなわち、主噴射の開始から所定
期間が経過したときに、拡散燃焼が始まっていなければ、その後に失火する虞がある。ま
た、空気と燃料との混合が進むことにより、予混合圧縮着火が起こる虞がある。ここで、
成層燃焼により気筒内の温度が所定温度まで上昇したとしても、何らかの原因により、そ
の後の拡散燃焼が困難となる場合がある。これに対して、主噴射による燃料を点火プラグ
での火花点火により燃焼させれば、失火または予混合圧縮着火が起こることを抑制できる
。
【００１５】
　また、本発明においては、前記判定部は、前記成層燃焼を実施するために前記点火プラ
グで火花点火を実施した後に、前記内燃機関の気筒内の温度が所定温度未満の場合に、前
記拡散燃焼が起こらないと判定し、
　前記制御部は、前記判定部により前記拡散燃焼が起こらないと判定された場合には、気
筒内の空燃比が理論空燃比よりも低くなるように前記主噴射による燃料量を調整し、且つ
、前記主噴射による燃料に対して前記点火プラグでの火花点火による燃焼を実施すること
ができる。
【００１６】
　ここでいう所定温度は、圧縮自着火による拡散燃焼が可能な温度とすることができる。
ここで、成層燃焼を実施しても、温度が十分に上昇しない場合もある。このような場合に
拡散燃焼を実施しようとすると、主噴射による燃料が急激な圧力上昇を伴って燃焼したり
、失火する虞がある。これに対して、拡散燃焼の代わりに点火プラグでの火花点火による
燃焼を実施すれば、失火や予混合圧縮着火による急激な圧力上昇を抑制することができる
。また、予混合圧縮着火は、理論空燃比よりも高い空燃比（リーン空燃比）で発生し易い
ため、気筒内の空燃比が理論空燃比よりも低い空燃比（リッチ空燃比）となるように燃料
量を調整すれば、予混合圧縮着火が起こることを抑制できる。また、リッチ空燃比とする
ことにより、火花点火による燃焼もより確実に実施することができる。
【００１７】
　また、本発明においては、前記制御部は、前記主噴射の開始後における前記内燃機関の
気筒内の圧力上昇率が所定率以上となった場合には、前記主噴射を途中で停止することが
できる。
【００１８】
　圧力上昇率は、単位時間当たりの圧力上昇量としてもよい。ここでいう所定率は、予混
合圧縮着火が起こった場合の圧力上昇率、または、予混合圧縮着火が起こる虞のある圧力
上昇率とすることができる。この所定率は、圧縮自着火による拡散燃焼が起こった場合の
圧力上昇率よりも大きな値である。また、所定率は、気筒内の圧力が許容範囲を超える虞
のある圧力上昇率としてもよい。ここで、主噴射時において圧力上昇率が高い場合には、
予混合圧縮着火が起こっている可能性がある。このような場合に主噴射を継続すると、圧
力がより上昇して、燃焼騒音が増大する虞がある。これに対して、主噴射を途中で停止す
ることにより、以後の圧力上昇を抑制することができる。
【００１９】
　また、本発明においては、前記制御部は、前記主噴射を途中で停止した後に、前記主噴
射を再度開始することができる。
【００２０】
　主噴射を途中で停止した場合には、要求トルクに対して燃料噴射量が不足する。これに
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対して、主噴射を再度開始すれば、要求トルクに対する燃料噴射量の不足分を補うことが
できる。また、主噴射を再度開始した後に内燃機関の気筒内の圧力上昇率が所定率以上と
なった場合には、主噴射を再度停止してもよい。このようにして、要求トルクに応じた燃
料噴射量となるまで、主噴射を複数回に分けて実施してもよい。なお、主噴射による燃料
の残量が、拡散燃焼可能な燃料噴射量よりも少ない場合には、この残量分の燃料は噴射し
なくてもよい。
【００２１】
　また、本発明においては、前記制御部は、前記主噴射が開始される前に、前記内燃機関
の気筒内の温度が所定温度以上となるまで、前記成層燃焼を複数回実施することができる
。
【００２２】
　ここでいう所定温度は、圧縮自着火による拡散燃焼が可能な温度とすることができる。
このようにして気筒内の温度を所定温度以上まで上昇させれば、圧縮自着火による拡散燃
焼をより確実に実施することができる。成層燃焼を実施する毎に、気筒内の温度を検出し
、気筒内の温度が所定温度未満の場合には、成層燃焼を再度実施する。成層燃焼は、主噴
射が実施されるまで、繰り返し実施することができる。そして、成層燃焼を複数回実施し
ても気筒内の温度が所定温度未満の場合には、火花点火による燃焼を実施することで、失
火や予混合圧縮着火による急激な圧力上昇を抑制することができる。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、失火及び急激な圧力上昇を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】実施例１のシステム構成を説明するための図である。
【図２】実施例１に係る燃料噴射時期及び点火時期の関係を示した図である。
【図３】実施例１に係る燃料噴射弁及び点火プラグの制御フローを示したフローチャート
である。
【図４】ステップＳ１０８における燃料噴射時期及び点火時期の関係を示した図である。
【図５】実施例２に係る燃料噴射時期及び点火時期の関係を示した図である。
【図６】実施例２に係る燃料噴射弁及び点火プラグの制御フローを示したフローチャート
である。
【図７】実施例３に係る燃料噴射時期と筒内圧力との関係を示した図である。
【図８】図７に示したサイクルの次のサイクルにおける燃料噴射時期と筒内圧力との関係
を示した図である。
【図９】実施例３に係る燃料噴射弁及び点火プラグの制御フローを示したフローチャート
である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下に図面を参照して、この発明を実施するための形態を、実施例に基づいて例示的に
詳しく説明する。ただし、この実施例に記載されている構成部品の寸法、材質、形状、そ
の相対配置などは、特に記載がない限りは、この発明の範囲をそれらのみに限定する趣旨
のものではない。
【００２６】
（実施例１）
　図１は、本実施例のシステム構成を説明するための図である。本実例では、内燃機関１
を備えている。内燃機関１は、ガソリンエンジンである。図１には、複数の気筒２のうち
の１気筒のみを示している。内燃機関１は、例えば車両に搭載される。
【００２７】
　内燃機関１は、内部にピストン３を有するシリンダブロック４を備えている。ピストン
３は、コネクティングロッド５を介してクランクシャフト６と接続されている。クランク
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シャフト６の近傍には、クランク角センサ６１が設けられている。クランク角センサ６１
は、クランクシャフト６の回転角度（すなわち、クランク角）を検出する。
【００２８】
　シリンダブロック４の上部にはシリンダヘッド７が組み付けられている。シリンダヘッ
ド７は、気筒２内に通じる吸気ポート９を備えている。また、シリンダヘッド７には、吸
気管１０が接続されている。吸気ポート９は、吸気管１０と気筒２内とを連通している。
この吸気ポート９と気筒２内との接続部には吸気バルブ１１が設けられている。
【００２９】
　また、シリンダヘッド７は、気筒２内に通じる排気ポート１３を備えている。排気ポー
ト１３と気筒２内との接続部には排気バルブ１４が設けられている。
【００３０】
　また、内燃機関１には、気筒２内に直接燃料を噴射する燃料噴射弁２１、気筒２内に電
気火花を発生させる点火プラグ２２、気筒２内の圧力を測定する圧力センサ２３が取り付
けられている。例えば、燃料噴射弁２１から噴射される燃料の噴霧の内部または噴霧近傍
で火花が発生するように点火プラグ２２を設ける。
【００３１】
　また、本実施例のシステムは、電子制御装置としてのＥＣＵ６０を備えている。ＥＣＵ
６０の出力側には、スロットル１２、燃料噴射弁２１、及び点火プラグ２２等が接続され
ている。ＥＣＵ６０の入力側には、上記センサの他、運転者がアクセルペダル６２を踏み
込んだ量に応じた電気信号を出力するアクセル開度センサ６３等が接続されている。ＥＣ
Ｕ６０は、各センサの出力に基づいて、燃料噴射制御や点火時期制御のような内燃機関１
全体の制御を実行する。
【００３２】
　そして、ＥＣＵ６０は、燃料噴射弁２１及び点火プラグ２２を制御することで、気筒２
内の成層燃焼可能な範囲に混合気を形成し、該混合気に対して火花点火による成層燃焼を
実施する。また、成層燃焼を実施した後の同じサイクル内において、さらに燃料噴射を行
って圧縮自着火による拡散燃焼を実施する。例えば、成層燃焼のための燃料噴射及び火花
点火を圧縮上死点よりも前に実施し、拡散燃焼のための燃料噴射を圧縮上死点付近又は圧
縮上死点よりも後に実施する。このように成層燃焼を実施した後に圧縮自着火による拡散
燃焼を実施するのは、一部の運転領域であってもよく、全部の運転領域であってもよい。
【００３３】
　ここで、火花点火による成層燃焼により、気筒２内の温度及び圧力が上昇する。これに
より、その後に燃料噴射を行った場合に、燃料噴射から自着火までの時間を短縮すること
ができる。そして、圧縮自着火による拡散燃焼をより確実に実施することができる。
【００３４】
　なお、成層燃焼は、例えば、スプレーガイド方式、エアガイド方式、または、ウォール
ガイド方式によって実施することができる。スプレーガイド方式では、燃料噴射弁２１と
点火プラグ２２との距離が比較的短く、噴霧により混合気が形成される。そして、燃料噴
射弁２１から噴射される燃料の噴霧の内部または噴霧近傍で火花が発生するように点火プ
ラグ２２を設ける。また、エアガイド方式では、気筒２内のガス流動により燃料の噴霧を
点火プラグ２２へ誘導する。さらに、ウォールガイド方式では、ピストン３に形成された
キャビティの形状を利用して、燃料の噴霧を点火プラグ２２へ誘導する。なお、本実施例
では、スプレーガイド方式によって成層燃焼を実施する。
【００３５】
　ガソリン機関において圧縮自着火による拡散燃焼を実施することにより、失火の抑制、
強いノッキングの発生の抑制、トルク低減の抑制などを達成することができる。そして、
全ての燃料を火花点火により燃焼させる場合と比較して、熱効率を高くすることができる
。
【００３６】
　このようにして、ＥＣＵ６０は、ガソリン機関において圧縮自着火による拡散燃焼を実
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施している。なお、本実施例に係る拡散燃焼とは、燃料噴射弁２１から噴射された燃料の
噴霧の先端が自着火し、燃料と空気とが混ざり合ったところから順次燃焼していくことを
いう。この拡散燃焼は、予混合圧縮着火（ＨＣＣＩ）のように、気筒２内の混合気の濃度
が均一の状態で、多量の燃料が一度に自着火する燃焼とは異なる。
【００３７】
　ところで、成層燃焼時における温度上昇量や圧力上昇量が変化すると、拡散燃焼のため
の燃料が噴射されてから熱が発生するまでの時間（以下、着火遅れ時間ともいう。）が変
化する。この着火遅れ時間が長くなると、拡散燃焼が困難となり、失火する虞がある。ま
た、着火遅れ時間が長くなると、気筒２内において空燃比の均一化が進むため、予混合圧
縮着火が起こり、圧力が急激に上昇する虞がある。
【００３８】
　これに対してＥＣＵ６０は、燃料噴射弁２１により拡散燃焼のための燃料が噴射されて
から、所定時間が経過しても熱が発生しない場合には、点火プラグ２２による火花点火を
実施する。すなわち、着火遅れ時間が、所定時間以上の場合には、点火プラグ２２により
電気火花を発生させることで燃料に着火する。これにより、予混合圧縮着火の発生が抑制
されるため、急激な圧力上昇を抑制することができる。
【００３９】
　なお、気筒２内において熱が発生しているか否かは、圧力センサ２３により測定される
圧力の上昇率または上昇量から判定する。また、成層燃焼後の気筒２内の温度が、拡散燃
焼可能な温度に達していない場合には、拡散燃焼のための燃料噴射を実施しても拡散燃焼
は起こらない。この場合には、成層燃焼を再度実施して気筒２内の温度を高めるようにし
てもよい。すなわち、１サイクル中に２回以上の成層燃焼を実施してもよい。また、１回
または複数回の成層燃焼後に気筒２内の温度が、拡散燃焼可能な温度に達しない場合には
、拡散燃焼ではなく、火花点火による燃焼を実施してもよい。
【００４０】
　図２は、本実施例に係る燃料噴射時期及び点火時期の関係を示した図である。横軸はク
ランクアングルである。「燃料噴射弁制御信号」は、燃料噴射弁２１を開閉するための信
号を示しており、ＯＮのときに開弁され、ＯＦＦのときに閉弁される。「点火プラグ制御
信号」は、点火プラグ２２に電気火花を発生させるための信号を示しており、ＯＮのとき
に電気火花が発生し、ＯＦＦのときに電気火花が発生しない。また、一点鎖線は、圧縮上
死点を示している。
【００４１】
　図２に示される１回目の燃料噴射は、成層燃焼のための燃料噴射である。この成層燃焼
のための燃料噴射に合わせて点火プラグ２２による点火が行われる。この成層燃焼は、圧
縮上死点前に実施される。また、２回目の燃料噴射は、圧縮自着火による拡散燃焼のため
の燃料噴射である。この拡散燃焼のための燃料噴射は、圧縮上死点近傍から開始される。
なお、拡散燃焼の燃料噴射は、圧縮上死点よりも前から開始してもよく、圧縮上死点より
も後から開始してもよい。
【００４２】
　図３は、本実施例に係る燃料噴射弁２１及び点火プラグ２２の制御フローを示したフロ
ーチャートである。本ルーチンは、ＥＣＵ６０により、所定の時間毎に実行される。
【００４３】
　ステップＳ１０１では、要求トルクが算出される。要求トルクは、アクセル開度センサ
６３により検出される。また、要求トルクに基づいて、１サイクルの燃料噴射量が算出さ
れる。この燃料噴射量は、成層燃焼時に噴射する燃料と拡散燃焼時に噴射する燃料とを合
わせた値となる。また、理論空燃比よりも高い空燃比（リーン空燃比）となるように、燃
料噴射量が決定される。そして、ステップＳ１０１の処理が完了すると、ステップＳ１０
２へ進む。
【００４４】
　ステップＳ１０２では、成層燃焼のための燃料噴射量が算出される。なお、成層燃焼の
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ための燃料噴射量は、一定値としてもよく、内燃機関１の吸入空気量に応じて決定しても
よい。ここで、拡散燃焼を実施するために必要な熱は、吸入空気量によって変わる。すな
わち、気筒２内の空気の温度を拡散燃焼が可能となる温度まで上昇させる必要があるため
、吸入空気量が多いほど、多くの燃料を必要とする。したがって、吸入空気量に基づいて
、拡散燃焼を実施するための熱を求め、該熱を発生させるための燃料噴射量を、成層燃焼
のための燃料噴射量として算出してもよい。また、燃料噴射量を一定値とする場合には、
内燃機関１の吸入空気量がどのような値であっても、その後に拡散燃焼が可能となるよう
に、該一定値を設定する。これらの最適値は、予め実験またはシミュレーション等により
求めてマップ化し、ＥＣＵ６０に記憶させておいてもよい。燃料噴射量が算出されると、
該燃料噴射量にしたがって、成層燃焼のための燃料噴射が実施される。そして、点火プラ
グ２２による火花点火が実施される。このようにして、本ステップでは、成層燃焼が実施
される。そして、ステップＳ１０２の処理が完了すると、ステップＳ１０３へ進む。
【００４５】
　ステップＳ１０３では、着火したか否か判定される。すなわち、成層燃焼のための燃料
が、実際に燃焼したか否か判定される。なお、本ステップでは、成層燃焼のための燃料が
噴射されてから所定時間後の気筒２内の圧力上昇量が、所定量以上であれば、着火したと
判定される。
【００４６】
　ステップＳ１０３で肯定判定がなされた場合にはステップＳ１０４へ進む。そして、ス
テップＳ１０４では、気筒２内の温度が所定温度以上であるか否か判定される。ここでい
う所定温度は、拡散燃焼が可能な温度である。すなわち、気筒２内の温度が所定温度に達
していなければ、その後に燃料噴射を実施しても、拡散燃焼が困難である。このような場
合には、拡散燃焼を実施しない。気筒２内の温度は、気筒２内の圧力に基づいて推定する
ことができる。また、気筒２内の温度を測定するセンサを取り付けてもよい。
【００４７】
　ステップＳ１０４で肯定判定がなされた場合にはステップＳ１０７へ進む。一方、ステ
ップＳ１０３またはステップＳ１０４で否定判定がなされた場合には、ステップＳ１０５
へ進む。ステップＳ１０５では、２回目の成層燃焼のための燃料噴射量が算出される。す
なわち、１回目の成層燃焼のための燃料に着火しなかった場合、または、気筒２内の温度
上昇が十分でない場合には、２回目の成層燃焼を実施する。なお、本ステップでは、ステ
ップＳ１０２と同様にして、燃料噴射量を算出してもよい。また、１回目の成層燃焼にお
いて、ある程度の温度上昇があった場合も考えられるため、ステップＳ１０２よりも少な
い燃料噴射量としてもよい。燃料噴射量が算出されると、該燃料噴射量にしたがって、成
層燃焼のための燃料噴射が実施される。そして、点火プラグ２２による火花点火が実施さ
れる。このようにして、本ステップでは、成層燃焼が実施される。そして、ステップＳ１
０５の処理が完了すると、ステップＳ１０６へ進む。
【００４８】
　ステップＳ１０６では、ステップＳ１０４と同様に、気筒２内の温度が所定温度以上で
あるか否か判定される。ステップＳ１０６で肯定判定がなされた場合には、ステップＳ１
０７へ進む。
【００４９】
　ステップＳ１０７では、拡散燃焼のための燃料噴射（主噴射）が実施される。このとき
の燃料噴射量は、ステップＳ１０１で算出される要求トルクに応じた燃料量から、ステッ
プＳ１０２及びステップＳ１０５において噴射される燃料量を減算した値となる。そして
、ステップＳ１０７の処理が完了すると、ステップＳ１０９へ進む。
【００５０】
　一方、ステップＳ１０６で否定判定がなされた場合には、ステップＳ１０８へ進む。こ
の場合、拡散燃焼が起こる条件が成立していない。ステップＳ１０８では、気筒２内の空
燃比が、理論空燃比よりも低い空燃比（リッチ空燃比）となるように燃料を噴射し、さら
に、点火プラグ２２による火花点火を実施する。このときには、空燃比が例えば９から１
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４．５の間の値となるように燃料噴射量を調整する。
【００５１】
　ここで、図４は、ステップＳ１０８における燃料噴射時期及び点火時期の関係を示した
図である。主に図２との違いを説明する。図４において、破線は、１サイクル中に成層燃
焼を２回実施する場合の、２回の目の燃料噴射弁制御信号及び点火プラグ制御信号を示し
ている。
【００５２】
　図４に示される、ステップＳ１０８における成層燃焼のための燃料噴射は、図２に示し
た場合と同じである。一方、ステップＳ１０８では、圧縮上死点より後に、火花点火によ
る燃焼のための燃料噴射が実施される。この火花点火による燃焼のための燃料噴射は、圧
縮上死点近傍から開始される。そして、火花点火による燃焼のための燃料噴射に合わせて
、火花点火が実施される。このように、ステップＳ１０８へ進むと、気筒２内に噴射され
る燃料は、全て、火花点火により燃焼される。
【００５３】
　このように、拡散燃焼が困難であると考えられる場合には、ステップＳ１０８へ進んで
火花点火を実施する。ここで、予混合圧縮着火は、一般的に理論空燃比以上で発生する。
このため、理論空燃比よりも低い空燃比（リッチ空燃比）となるように燃料噴射量を調整
すれば、予混合圧縮着火の発生を抑制できる。これにより、急激な圧力上昇を抑制できる
。また、リッチ空燃比とすることで、火花点火による燃焼が起こり易い状態となるので、
燃料をより確実に燃焼させることができる。そして、ステップＳ１０８の処理が完了する
と、本ルーチンを終了させる。
【００５４】
　また、ステップＳ１０９では、ステップＳ１０７における燃料噴射の開始から所定期間
が経過したか否か判定される。所定期間は、主噴射による燃料が拡散燃焼可能な期間の上
限とすることができる。また、所定期間は、拡散燃焼が起こる場合の、主噴射の開始から
熱が発生するまでの期間の上限としてもよい。さらに、所定期間は、拡散燃焼が起こる場
合の、着火遅れ時間としてもよい。すなわち、主噴射の開始から所定期間が経過したとき
に、拡散燃焼が始まっていなければ、その後に失火する虞がある。また、予混合が進むこ
とにより、予混合圧縮着火が起こる虞がある。なお、気筒２内の温度と着火遅れ時間とは
相関関係にあるため、所定期間は、気筒２内の温度に基づいて算出される。この関係は、
予め実験またはシミュレーション等により求めてＥＣＵ６０に記憶させておく。ステップ
Ｓ１０９で肯定判定がなされた場合にはステップＳ１１０へ進み、一方、否定判定がなさ
れた場合には、ステップＳ１０９を再度処理する。
【００５５】
　ステップＳ１１０では、熱が発生したか否か判定される。すなわち、拡散燃焼が実際に
行われたか否か判定される。本ステップでは、気筒２内の圧力の上昇率または上昇量が所
定値以上であれば、熱が発生したと判定する。この所定値は、熱が発生したときの値とし
て、予め実験またはシミュレーション等により求めてＥＣＵ６０に記憶させておく。なお
、拡散燃焼が起こるためには、燃料噴射中に自着火が起こらなければならない。したがっ
て、本ステップでは、拡散燃焼のための燃料噴射が実施されている期間において、熱が発
生したか否か判定すればよい。ステップＳ１１０で肯定判定がなされた場合には本ルーチ
ンを終了させる。一方、否定判定がなされた場合にはステップＳ１１１へ進む。
【００５６】
　ステップＳ１１１では、点火プラグ２２による火花点火が実施される。ステップＳ１１
１では、拡散燃焼が起こる条件が成立していない。すなわち、予混合圧縮着火または失火
が起こる虞があるため、火花点火により燃料を燃焼させる。
【００５７】
　なお、本実施例においてはステップＳ１０２及びステップＳ１０５を処理するＥＣＵ６
０が、本発明における制御部に相当する。また、本実施例においてはステップＳ１０６ま
たはステップＳ１１０を処理するＥＣＵ６０が、本発明における判定部に相当する。また
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、本実施例においてはステップＳ１０８またはステップＳ１１１を処理するＥＣＵ６０も
、本発明における制御部に相当する。
【００５８】
　また、本実施例では、ステップＳ１０４において否定判定がなされた場合には、ステッ
プＳ１０５において２回目の成層燃焼を実施しているが、ステップＳ１０５及びステップ
Ｓ１０６を処理せずに、ステップＳ１０８へ進んでもよい。この場合、ステップＳ１０４
を処理するＥＣＵ６０が、本発明における判定部に相当する。また、ステップＳ１０６に
おいて否定判定がなされた場合には、３回目の成層燃焼を実施してもよい。
【００５９】
　以上説明したように、本実施例によれば、成層燃焼の後に拡散燃焼を行うときに、拡散
燃焼が起こる条件が成立しない場合には、火花点火を実施することにより、予混合圧縮着
火や失火が起こることを抑制できる。また、成層燃焼を複数回実施することにより、拡散
燃焼が起こる条件が成立しやすくなる。また、成層燃焼を実施しても気筒２内の温度が拡
散燃焼が起こる温度まで上昇しない場合には、リッチ空燃比とすることにより、予混合圧
縮着火や失火が起こることを抑制できる。
【００６０】
（実施例２）
　本実施例では、拡散燃焼のための燃料噴射時において、気筒２内の圧力上昇が急激な場
合には、燃料噴射を途中で停止させる。すなわち、主噴射を途中で停止させる。その他の
装置等は実施例１と同じため説明を省略する。
【００６１】
　ここで、拡散燃焼のための燃料噴射時において、気筒２内の圧力上昇が急激な場合には
、予混合圧縮着火が起こっていると考えられる。このような場合に、燃料噴射を続けると
、更なる圧力上昇を招いてしまう。そこで、本実施例では、気筒２内の圧力の上昇率（単
位時間当たりの上昇量）が所定率以上の場合には、拡散燃焼のための燃料噴射の途中であ
っても、燃料噴射を停止させる。
【００６２】
　図５は、本実施例に係る燃料噴射時期及び点火時期の関係を示した図である。実線は、
本実施例に係る燃料噴射を示し、破線は、実施例１に係る燃料噴射を示している。１回目
の燃料噴射弁制御信号及び点火プラグ制御信号は、実施例１と同じである。
【００６３】
　ここで、拡散燃焼のための燃料噴射を途中で停止すると、要求トルクを得ることができ
なくなる。このため、本実施例では、その後に、拡散燃焼のための燃料噴射を再度実施す
る。再度の燃料噴射においても、気筒２内の圧力の上昇率が所定率以上となった場合には
、燃料噴射を停止させる。なお、図５に示した場合では、拡散燃焼のための燃料噴射を３
回実施している。
【００６４】
　図６は、本実施例に係る燃料噴射弁２１及び点火プラグ２２の制御フローを示したフロ
ーチャートである。本ルーチンは、ＥＣＵ６０により、所定の時間毎に実行される。なお
、前記実施例と同じ処理がなされるステップについては、同じ符号を付して説明を省略す
る。また、ステップＳ１０７よりも前の処理は、図３に示したフローと同じため、図示を
省略している。なお、本実施例においては、図６に示したルーチンを処理するＥＣＵ６０
が、本発明における制御部に相当する。
【００６５】
　本ルーチンでは、ステップＳ１０７の処理が完了すると、ステップＳ２０１へ進む。ス
テップＳ２０１では、気筒２内の圧力上昇率が所定率以上であるか否か判定される。本ス
テップでは、急激な圧力上昇があるか否か判定される。ここでいう所定率は、予混合圧縮
着火が起こっているときの圧力上昇率、または予混合圧縮着火が起こる虞があるときの圧
力上昇率とすることができる。また、所定率は、内燃機関１の燃焼騒音が許容範囲を超え
るときの単位時間当たりの圧力上昇量としてもよい。所定率は、予め実験またはシミュレ
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ーション等により求めてＥＣＵ６０に記憶させておく。
【００６６】
　ステップＳ２０１で肯定判定がなされた場合にはステップＳ２０２へ進み、一方、否定
判定がなされた場合には本ルーチンを終了させる。
【００６７】
　ステップＳ２０２では、燃料カットが実施される。すなわち、拡散燃焼のための燃料噴
射（主噴射）の途中で、燃料噴射を停止させる。これにより、気筒２内の圧力上昇を抑制
する。ステップＳ２０２の処理が完了すると、ステップＳ２０３へ進む。
【００６８】
　ステップＳ２０３では、拡散燃焼のための燃料噴射量の残量が所定量よりも多いか否か
判定される。ここでいう所定量とは、燃料噴射をしても拡散燃焼が起こらない燃料噴射量
の上限値である。本実施例では、拡散燃焼のための燃料噴射を途中で停止させた場合に、
同じサイクル中に残りの燃料を噴射させるが、燃料噴射量が少なすぎると、拡散燃焼が困
難となる。したがって、拡散燃焼が困難な場合には、燃料噴射を行わない。
【００６９】
　ステップＳ２０３で肯定判定がなされた場合にはステップＳ２０４へ進み、一方、否定
判定がなされた場合には本ルーチンを終了させる。
【００７０】
　ステップＳ２０４では、拡散燃焼のための残りの燃料を噴射する。ステップＳ２０４の
処理が完了すると、ステップＳ２０１へ戻る。これにより、２回目の拡散燃焼のための燃
料噴射時に急激な圧力上昇があれば、燃料噴射が再度停止される。これにより、１サイク
ル中に拡散燃焼のための燃料噴射が複数回行われることがある。
【００７１】
　以上説明したように、本実施例によれば、拡散燃焼のための燃料噴射により予混合圧縮
着火が起こることを抑制できるため、急激な圧力上昇を抑制することができる。これによ
り、燃焼騒音を低減することができる。
【００７２】
（実施例３）
　本実施例では、拡散燃焼時の気筒２内の圧力が最大となる時期に基づいて、次のサイク
ルの拡散燃焼時の燃料噴射時期を決定する。その他の装置等は実施例１と同じため説明を
省略する。
【００７３】
　本実施例では、次のサイクルの拡散燃焼時に圧力が最大となる時期が、燃焼効率がより
高くなる時期となるように、次のサイクルの燃料噴射時期を調整する。このために、現サ
イクルにおいて、圧力が最大となる時期と、燃焼効率が最も高くなる場合における圧力が
最大となる時期と、の差がなくなるように、次のサイクルの燃料噴射時期を調整している
。
【００７４】
　図７は、本実施例に係る燃料噴射時期と筒内圧力との関係を示した図である。横軸は、
クランクアングルである。図７においてＡは、燃焼効率が最も高くなる場合の筒内圧力が
最大となる時期（以下、最適値ともいう。）である。また、Ｂは、実際に測定された筒内
圧力が最大となる時期である。このように、測定された圧力が最大となる時期が最適値よ
りも遅い場合には、燃料噴射時期を早くすることで、筒内圧力が最大となる時期を早くす
る。
【００７５】
　図８は、図７に示したサイクルの次のサイクルにおける燃料噴射時期と筒内圧力との関
係を示した図である。実線は次のサイクルを示し、破線は現サイクルを示している。図７
におけるＢとＡとの差（Ｂ－Ａ）と等しい時期だけ、燃料噴射の開始時期を進角させてい
る。なお、図７におけるＢとＡとの差に基づいて、予め求めておいた関係にしたがって、
燃料噴射時期の進角量を決定してもよい。また、測定された圧力が最大となる時期が最適
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値から遅れている場合には、燃料噴射の開始時期を一定量進角させてもよい。
【００７６】
　同様に、測定された圧力が最大となる時期が最適値よりも早い場合には、次のサイクル
の拡散燃焼時の燃料噴射時期を遅くする。
【００７７】
　図９は、本実施例に係る燃料噴射弁２１及び点火プラグ２２の制御フローを示したフロ
ーチャートである。本ルーチンは、ＥＣＵ６０により、所定の時間毎に実行される。なお
、前記実施例と同じ処理がなされるステップについては、同じ符号を付して説明を省略す
る。また、ステップＳ１０７よりも前の処理は、図３に示したフローと同じため、図示を
省略している。
【００７８】
　本ルーチンでは、ステップＳ１０７の処理が完了すると、ステップＳ３０１へ進む。ス
テップＳ３０１では、前回のサイクルにおいて、気筒２内の圧力が最大となる時期と、最
適値と、に差があるか否か判定される。本ステップでは、気筒２内の圧力が最大となる時
期が、最適値からずれているか否か判定される。最適値は、予め実験またはシミュレーシ
ョン等により求めてＥＣＵ６０に記憶させておく。なお、最適値には、ある程度の幅があ
ってもよい。また、前回のサイクルとは、当該気筒２における前回のサイクルとしてもよ
く、前回の爆発気筒におけるサイクルとしてもよい。
【００７９】
　ステップＳ３０１で肯定判定がなされた場合にはステップＳ３０２へ進み、一方、否定
判定がなされた場合には本ルーチンを終了させる。
【００８０】
　ステップＳ３０２では、気筒２内の圧力が最大となる時期が、最適値よりも早いか否か
判定される。そして、ステップＳ３０２で肯定判定がなされた場合には、ステップＳ３０
３へ進み、燃料噴射の開始時期が遅角される。すなわち、気筒２内の圧力が最大となる時
期が、最適値よりも早いため、気筒２内の圧力が最大となる時期が遅くなるように、燃料
噴射の開始時期が遅角される。このときには、気筒２内の圧力が最大となる時期と、最適
値との差に相当する時期だけ、燃料噴射の開始時期を遅角してもよい。また、気筒２内の
圧力が最大となる時期と、最適値との差に基づいて、予め設定されている関係に従って、
燃料噴射の開始時期を遅角してもよい。
【００８１】
　一方、ステップＳ３０２で否定判定がなされた場合には、ステップＳ３０４へ進み、燃
料噴射の開始時期が進角される。すなわち、気筒２内の圧力が最大となる時期が、最適値
よりも遅いため、気筒２内の圧力が最大となる時期が早くなるように、燃料噴射の開始時
期が進角される。このときには、気筒２内の圧力が最大となる時期と、最適値との差に相
当する時期だけ、燃料噴射の開始時期を進角してもよい。また、気筒２内の圧力が最大と
なる時期と、最適値との差に基づいて、予め設定されている関係に従って、燃料噴射の開
始時期を進角してもよい。
【００８２】
　以上説明したように、本実施例によれば、燃料噴射の開始時期を調整することにより、
気筒２内の圧力が最大となる時期が最適値となるので、燃焼効率を高めることができる。
これにより、燃費を向上させることができる。
【符号の説明】
【００８３】
１     内燃機関
２     気筒
３     ピストン
６     クランクシャフト
９     吸気ポート
１０   吸気管
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１１   吸気バルブ
１２   スロットル
１３   排気ポート
１４   排気バルブ
２１   燃料噴射弁
２２   点火プラグ
２３   圧力センサ
６０   ＥＣＵ
６１   クランク角センサ
６２   アクセルペダル
６３   アクセル開度センサ

【図１】 【図２】
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